
あんしんバックアップ iOS版 ご利用規約 

 

第1条 適用 
1. 本規約は、お客様（個人または法人を問いません。）と、ソフトバンク株式会社（以下「当社」といいます。）との間で、お客様

による本製品の利用にあたり締結される契約（以下「本契約」といいます。）に適用される条項であり、お客様は、本規約の

各条項にご同意いただいた場合にのみ、本製品を対象端末（第2条に定めます。）にてご使用いただけます。 
2. 本規約とその他の諸規定が異なる場合には、本規約の内容が優先して適用されるものとします。 

 

第2条 定義 
1. 「本製品」とは、対象機種（第3項に定めます。）において、以下の機能を実現する「あんしんバックアップアプリ」および付属

文書一式をいいます。 
(1) サーババックアップ機能 

対象データのうち、当社が別途指定するデータを当社のサーバに保存し、または当該当社のサーバに保存された対

象データ（以下「サーバ保存データ」といいます。）を当社サーバから対象機種に読み込むサービス（以下「サーババッ

クアップサービス」といいます。）を利用する機能 
(2) 電話帳データ読み込み機能 

当社が別途提供するサービスにより、対象機種のご利用開始前に当社のサーバにバックアップされたお客様の電話

帳データを、対象機種に読み込む機能 
(3) 「S!メール（MMS）どこでもアクセス」への電話帳エクスポート機能 

当社が別途提供する「S!メール（MMS）どこでもアクセス」サービスの専用サーバへ、お客様の電話帳データをエクスポ

ートする機能 

2. 「対象データ」とは、対象機種に保存されている電話帳データをいいます。 
3. 「対象機種」とは、本件通信サービス（第5項に定めます。）に対応する携帯電話機のうち、当社が別途指定する携帯電話機

をいいます。 
4. 「対象端末」とは、対象機種のうちお客様が所有するものをいいます。 
5. 「本件通信サービス」とは、当社が提供する3G通信サービスまたは4G通信サービスをいいます。 
6. 「本件通信サービス契約」とは、お客様が、当社との間で締結している本件通信サービスの利用に係る契約をいいます。 
7. 「本サービス」とは、当社が本規約に基づいてお客様へ提供する本製品を使用したサービスをいいます。 
8. 「通信サービス約款」とは、当社が定める３Ｇ通信サービス契約約款、４Ｇ通信サービス契約約款、提供条件書をいいます。 
9. 「知的財産権」とは、著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２７条及び第２８条の権利を含みます。）、意匠権、実用

新案権、商標権、特許権その他一切の知的財産権の総称をいいます。 
10. 「反社会的勢力」とは、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に

規定する暴力団をいいます。）、暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいいます。）、暴力団関係団体、暴力団関係者

その他の反社会的勢力の総称をいいます。 
 

第3条 契約成立および利用料金 
1． 本契約は、お客様が本製品の使用を開始し、またはお客様の占有若しくは管理下に置いた時点をもって成立し、効力を 

生じるものとします。 

2． 本製品をご使用するにあたり発生する通信料金は、通信サービス約款に基づきお客様にご負担いただきます。「パケット定

額サービス」未加入のお客様はご利用状況によりパケット通信料が高額になる場合がありますので、「パケット定額サービ

ス」への加入を推奨します。 

 

第4条 知的財産権 
本製品にかかる知的財産権その他一切の権利は、当社または当社のライセンサーに帰属します。本規約等によるお客様

への本製品の使用許諾は、お客様に対する何らの権利移転等を意味するものではありません。なお、本製品に一定の 

ライセンス条件下（GPL/LGPLを含む）において、ソースコードが無償で提供され、その使用、改変、複製および頒布が許可

または許諾されているプログラム（以下「オープンソース・ソフトウェア」といいます。）が含まれている場合、当該オープンソ

ース・ソフトウェアに関しては、そのライセンス条件が適用されます。 

 

第5条 使用目的 

1.  お客様は、日本国内において、サーババックアップ機能、電話帳データ読み込み機能および「S!メール（MMS）どこでもアク    
セス」への電話帳エクスポート機能を利用する目的のため、対象機種においてのみ本製品を本規約等に従い使用するこ

とができるものとします。 

2.  お客様は、本製品を個人的かつ非商業的な利用に限り使用することができるものとし、第三者に対する営利目的のために 
使用することはできません。 



3.   本製品は、対象機種に係る本件通信サービス契約を、当社と締結されているお客様に限りご利用いただくことが 
できます。 

 

第6条 ログイン処理 

1．  当社は、当社が別途定める方法により、お客様を特定し、ログイン処理を行います。 

2．  当社は、前項の方法により特定した場合には、お客様ご自身によるログインとみなし取り扱います。 

3．  お客様端末、端末機器またはＩＤ・パスワードの紛失、盗難若しくは不正利用等により、本サービスへの不正なログインが

発生したことにより、お客様に損害または不利益が生じたとしても、当社は一切責任を負わないものとします。 

 

第7条 サーババックアップサービスの制限 

1.   当社は、サーババックアップサービスにおいて、お客様のサーバ保存データの保存容量を別途定めます。この容量を超え      

た場合、サーババックアップサービスの対象データとして当社サーバに保存することができません。 

2.  対象端末にかかる本件通信サービス契約の解約、譲渡、対象端末から非対応携帯電話への機種変更など、本件通信サー

ビス契約の内容に変更があった場合、当該変更以前のサーバ保存データは削除されます。ただし、本件通信サービス契

約の変更内容によっては、当該サーバ保存データが削除されない場合があります。 

3.   お客様が、機種変更後の対象端末に電話帳データ読み込み機能を使い電話帳を移行されたい場合、機種変更前に当社

が別途提供するS!電話帳バックアップサービスへご加入いただき、予め当社のサーバへお客様の電話帳データをバック

アップすることが必要になります。 

 

第8条 対象端末の利用者情報の取得等 

本製品において、当社のサーバへの保存を選択した場合、対象端末に保存されている対象データが当社のサーバに送

出され保存されます。当社は、お客様のサーバ保存データにアクセスすることはなく、お客様からのご依頼があってもお

客様のサーバ保存データの内容を確認することができません。お客様は、自らの責任と負担においてサーバにデータを

保存するものとします。 

 

第9条 サーバ保存データの削除 

1.    当社は、以下のいずれかの事由に該当した場合、サーバ保存データの全部または一部を削除することがあります。 

お客様は予めご承諾の上で利用するものとします。 

(1) お客様が本規約の各条項に違反した場合 

(2) 理由のいかんを問わず、本契約が終了した場合 

(3) 当社が、当社サーバのメンテナンスにおいて必要と判断した場合 

(4) お客様が5年間一度もサーババックアップサービスを利用しなかった場合 

(5) 天災、戦争、暴動、内乱、火災、政府行為、テロリズム、ストライキ、ロックアウト、その他当社の合理的な制御  

を超える事由が発生した場合 

 

第10条 広告識別子（IDFA）の取得 

1.   当社は、本サービスを提供するにあたって、広告識別子を取得することがあります。 
2.   前項に基づき当社が取得した広告識別子は、当社及び第三者が提供するサービス等のご案内のために利用いたしま  

す。 

 

第11条 本サービスの変更等および本契約の解除 

1.   当社は、お客様に事前に通知することなく、本サービスの全部または一部について変更または終了させることができま  
す。この場合、当社は本サービスの変更または終了の旨を、当社ホームページに掲載し、またはその他これと同等の方

法により、お客様に対し周知するものとし、当該いずれかの方法による周知の開始のときをもって本規約等が変更され、

または終了するものとします。 

 

2.   当社は、次の各号のいずれかに該当する場合、お客様に事前に通知することなく、本サービスの全部または一部につい   
て停止または中止することができるものとします。 

（１） お客様が本規約に違反した場合 

（２） 別途当社が指定する本アプリの対応機種の利用を終了し、または当該機種以外の機種に変更した場合 

（３） 本サービスを提供するために必要な設備・システムの保守点検・更新を定期的または緊急に実施する場合 

   （４） 天災、戦争、暴動、内乱、火災、政府行為、テロリズム、ストライキ、ロックアウト、その他当社の合理的な制御を超 

える事由が発生した場合 

       （５） その他当社が必要と判断する場合 

3.   お客様が、本規約の条項のいずれかに違反した場合、当社はお客様に事前に通知することなく本契約を解除すること  



で、本サービスの提供を終了させることができるものとします。 

4.   理由のいかんを問わず、本契約が終了した場合には、お客様はいかなる理由においても本製品を使用することはできま 
せん。お客様は、本製品の使用を直ちに中止するとともに、対象端末上およびお客様の占有または管理下にある全ての

本製品を速やかに破棄および消去等を行うものとします。 

 

第12条 禁止行為 

1.    お客様は、以下の各号に定める行為または、該当するおそれのある行為を行ってはならないものとします。 
(1) 本規約等に規定された目的以外に本製品を使用する行為 

(2) 本製品の全部または一部を複製、複写する行為 

(3) 本製品の全部または一部を、有償、無償を問わず第三者に販売、頒布、公衆送信、貸与、譲渡、使用許諾、その他 

の処分をする行為 

(4) 本製品の全部または一部を利用して派生物を生成する行為 

(5) 本製品の全部または一部を改変し、またはリバースエンジニアリング、逆コンパイル、逆アセンブル、その他解析・ 

分析行為 

(6) 本製品または接続している当社サーバもしくはネットワークを不正に妨害し、または混乱させる行為 

(7) コンピュータウィルス、スパムメールその他の送信など、当社による本サービスの提供を妨害し、またはその支障と 

なる行為 

(8) 本契約上の地位または本契約に基づく権利義務を第三者に移転、承継または担保する行為 

(9) 法令、ガイドライン及び公序良俗に反する行為 

(10) ID・パスワードの不正使用または第三者に使用させる行為 

(11) その他当社が不適切と判断する行為 

 

第13条 損害賠償 

1．  お客様は、本製品の使用にあたり、著作権等およびその他第三者の権利を侵害しないものとし、お客様の責めに帰 

すべき事由により、第三者との間で当該第三者の権利を侵害したまたは侵害するおそれがあるとして紛争等が生じた場

合は、お客様ご自身の責任と負担においてこれを解決するものとします。 

前項の場合、当社が第三者に対し何らかの費用（賠償金、和解金、裁判費用および弁護士報酬等を含みます。）を負担し

た場合、お客様は当社に対し、その費用を賠償しなければならないものとします。 

2．  お客様は、本規約に違反し、当社に損害を生じさせた場合は、当社に対して一切の損害（裁判費用および弁護士報酬等 

を含みます。）を賠償しなければなりません。 

 

第14条 免責 

1.   当社は、過失により（重過失を除きます。）当社が損害賠償を負う場合の範囲は、本製品の瑕疵に起因してお客様が被っ  
た直接かつ現実に生じた損害に限るものとし、特別損害、間接的損害（通信機器やソフトウェア等の破損を含みます。）、

付随的損害、拡大損害、懲罰的損害その他一切の損害について、その予見可能性の有無を問わず賠償の責任を負わな

いものとします。 

2.   当社は、携帯電話機の譲渡・転売を起因とする本製品のご利用者間トラブルにより生じた損害等について一切の責任を 
負わないものとします。 

 

第15条 非保証 

1．   当社は、本製品が第三者の知的財産権およびその他の権利を侵害していないことを保証しないものとします。 

2．   本製品およびこれに関連する商標は、「現状のまま」の状態で提供されるものであり、当社は、明示的、黙示的であると 

を問わず、動作、バグその他の瑕疵、性能、品質、商品性、完全性、安全性、有用性、正確性、特定目的への適合性そ

の他の利用可能性を含め、一切保証しないものとします。 

 

第16条 反社会的勢力の排除 

お客様は、次の各号に定める事項を現在及び将来にわたって表明し、保証するものとします。 

（１） 自らが反社会的勢力に該当しないこと 

（２） 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってする等不当に反社会的勢 

力を利用していると認められる関係を有していないこと 

（３） 反社会的勢力に対して資金等の提供又は便宜の供与等をしていないこと 

 

第17条 分離可能性 

本規約のいずれかの条項又はその一部が、消費者契約法（平成１２年法律第６１号）その他の法令等により無効又は執 

行不能と判断された場合であっても、本規約の残りの部分は、継続して完全に効力を有するものとします。 



 

第18条 存続条項 

理由のいかんを問わず、本契約が終了した後も、第4条（知的財産権）、第13条（損害賠償）、第14条（免責）、第16条 

（反社会的勢力の排除）乃至第19条（準拠法・裁判管轄）の規定は、有効に存続するものとします。 

 

第19条 準拠法・裁判管轄 

1.   本規約等に関する準拠法は日本法に従うものとし、お客様は準拠法の定めに同意するものとします。 
2.   本製品または本規約等に関連してお客様と当社との間で訴訟の必要が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の専属  

的合意管轄裁判所とします。 

 

・ SoftBankおよびソフトバンクの名称、ロゴは日本国およびその他の国におけるソフトバンク株式会社の登録商標または商標で

す。 
 

以上 

制定日 2013年8月12日 

改訂日 2022年1月24日 
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